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1「社会的企業」の詳細については加藤 (2015) を参照。また筆者は、加藤 (2015) におい
て社会的企業のステークホルダーとしての投資家の重要性を指摘しながらも、その後考察
したことはなかった。本稿はこの点も背景としている。 



























は、コミュニティにおける人々の活動に注目した Putnam (1997) や、教育による人的資本
の形成を分析した Coleman (1990) 、また、人々の間のネットワークやその強さに注目した
Granovetter (2006) があげられることが多い。さらに、経済学では 2000年代前後から用い
られるようになり、分析手法の発展ともあわせて頻繁に研究されている分析対象のひとつ
である5。 
 さて、社会的企業 (Social Enterprises) についてイタリアの研究では、社会関係資本と関
連付けて説明されることが多い。例えば Borzaga, et al. (2000) では、社会的企業における
                                                 
3例えば、SRI (社会的責任投資：Social Responsible Investment) の議論は、社会的企業 
(Social Enterprises) と分けて議論されることが多い。 
4これらの包括的なサーベイとしては山村 (2004) を参照。 
5例えば、蓄積の過程を分析したうえで地域の犯罪率との関係を述べた Glaeser, et al. 
(2000) や、教育による非認知能力の形成における補助的作用について分析した Algan, et 
al. (2013) があげられる。また、計量手法上の問題点を指摘した著名な研究としては
Durlauf (2002) や Durlauf and Brock (2007) があげられる。さらに、Putnamを参考に
しながらイタリアを対象とした研究として、人々の主観的健康と社会関係資本の関係を実





































                                                 
6イタリアにおける社会的企業に対する金融的支援の状況については Ventri and Rago 
(2018) を参照。 
7これらの詳細については木村 (2017) を参照。 




































                                                 
9株式会社 NFLのHPも参照。 
10SNSは広い範囲におけるネットワークは形成しやすいが、地域の社会関係資本の醸造を
阻害することもある (例えば Sarracino and Sabatini (2015) や Geraci, et al. (2018) な
ど。) 
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